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はじめに 

 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「高効率ノンフロン型

空調機器技術の開発」（中間評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２５

年６月２０日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技

術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３６回研究評価委員会

（平成２５年１１月６日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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技術分野全体での位置づけ  

（分科会資料６より抜粋） 
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「ノンフロン型空調機器技術の開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「高効率ノンフロン型空調機器技術の開発」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
高効率ノンフロン型空調機器の実用化は、地球温暖化防止への効果が大きく

重要な課題である。その具現化には技術的にも経済的にも困難なハードルが存

在し、とりわけ安全面の評価には企業間を超えた中立的判断が不可欠となる。

このため、本プロジェクトを NEDO が先導する意義は大きいと考える。 
プロジェクト構成も機器開発、新冷媒開発、性能・安全性評価とバランスが

取れた構成となっている。プロジェクトリーダーの下で統率のとれたプロジェ

クト運営が行われており、中間目標もおおむね達成していると評価できる。機

器開発については、着実に開発が進んでおり、実用化に向けて早期に実機での

COP 等の性能を確認すべきである。新規冷媒の性能・安全性評価については 特

に微燃性冷媒の燃焼性に関する研究において、世界的に見ても極めて高いレベ

ルにあるということができよう。新冷媒の開発は国内メーカーの技術開発によ

り着実な成果が出ていることを高く評価するが、性能と特性のみならずコスト

面等を含めて解決すべき事項は多い。長期に亘って辛抱強く、かつ、戦略的に

サポートしていくことが望まれる。なお、本技術開発だけでは COP 向上見込み

が不十分で今後の展開が難しいテーマがあり、対応を検討する必要がある。 

 
２）今後に対する提言 
ノンフロン型空調機器技術では単に効率（COP や APF）で判断するのではな

く GWP を考慮したトータルな意味での判断が必要と考える。また、イニシャ

ル・ランニングコスト、運転管理の容易性・長寿命性・安全性・安定性・快適

性、設置面積・必要容積・重量・発生音・工事の容易性など建物側への制約が

少ないことなど、総合的な評価方法を明確化することが重要である。 
また国内外の法規制の行方が今後の研究・開発テーマ展開に大きく影響を及

ぼすので、情報収集を適切に行い、法規制に対応して研究項目の変更等を行う

ことが望ましい。そのためには、欧米各国の法規制の状況も十分把握し、国際

標準化施策に足並みをそろえて進めることや、本開発機器の実用化のために必

要と思われる高圧ガス保安法や冷凍保安規則など法規制の緩和見直し等の課題

整理も並行して行うことが望ましい。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

低 GWP の冷媒を用いた高効率の業務用空調機器の開発は、国際的にも非常に

重要なテーマであるとともにすぐにリターンが見込めないため、メーカー単独

では取り組みに非常にリスクがあるプロジェクトであり、NEDO プロジェクト

として実施することが妥当である。また、日本は、京都議定書第二約束期間に

は参加しておらず、地球温暖化防止に対する何らかの目標の設定が求められて

きている。本技術が開発された暁には、日本が地球温暖化防止の観点で世界的

に貢献できる点は大きく、その点からも NEDO の支援事業として行うことは妥

当である。 
一方、グローバル化した世界市場の中において、冷媒選択は日本だけの課題

ではないため、海外の関連機関との積極的なコミュニケーションを NEDO の支

援の上で実現することが望まれる。更に冷媒の動向は各国の意向によって簡単

に方向性が変わってしまうため、このようなリスクを踏まえて今回の冷媒だけ

でなく、様々な冷媒に対しても対応可能な仕組みが作られることが望ましい。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
広範な技術の内容と動向を十分に把握しているプロジェクトリーダーおよび

サブプロジェクトリーダーの下に、国内の代表的な空調機器メーカーが参画し

ており、研究開発実施者の事業体制は妥当である。また、研究開発目標、研究

開発計画、情勢変化への対応、及び実用化・事業化に向けたマネジメントも適

切に実施されている。 
一方、目標の COP を達成するためには他社のパテントが障害となり、それを

回避する手法が現時点では見つかっていないテーマがあり対応を要する。 
戦略的かつ挑戦的な目標を設定して各研究を推進しているが、中間評価を踏

まえて今後実用化・事業化に向けた目標の設定を適切に実施し、効果的な研究

開発マネジメントを行うことが望まれる。 

 
３）研究開発成果について 
研究開発成果は概ね目標を達成しており、HFC の規制強化や全廃など将来の

環境変化に備えており、市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待で

きる。本プロジェクトの成果は EUや米国でも達成できていないレベルに達して

いると考えられる。また、冷媒の性能・安全性評価に関しては、成果が国際標

準として、国際規格である ISO や IEC、NIST や ASHRAE（American Society 
of Heating, Refrigerating and Air-Conditioning Engineers：アメリカ暖房冷凍

空調学会）規格、EU の規格にも取り入れられることが期待される。「冷媒の性
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能、安全性評価」においては、多くの研究論文発表がなされているとともに、

日本冷凍空調学会のデータベースと協調するなど、評価できる。 
なお、早い段階で実機を試作して COP の計測を行い、目標到達の確認を行う

べきである。安全性評価に関しては、国際会議等での発表を通して海外関係団

体と安全性分析手法等に関する積極的な意見交換を行うことが望ましい。特許

出願に関しては、空調機器がグローバル展開されていることに鑑み、戦略的に

検討し PCT（特許協力条約）に基づく出願が増えることが期待される。 
 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
今回開発中の多くの技術に関しては、コスト等に課題はあるものの将来の産

業技術として実用化するための適用可能性は、十分考慮されており、実用化、

事業化に向けて大いに期待できる。また、取組計画、事業化までのマイルスト

ーンに関しても、多くの研究開発テーマで明確に示されていた。 
一方、一部の研究開発テーマにおいて目標の COP を達成するためには他社の

パテントが障害となっているなどの課題が見受けられた。 
また、今回新規冷媒開発の候補として挙がっている物質に関して、さまざま

な規制や産業分野への展開を考慮すると、候補冷媒の選定や優先順位を考慮し

て開発することが望ましい。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化（・事業化）の見通し及び取り組みに関する評価 
低温室効果

で高効率を

達成する主

要機器の開

発 

成果は概ね目標を達成しており、中間評価時点で

の研究開発成果としては十分に評価できる。扁平熱

交換器や多段圧縮機、混合冷媒どれもハードルが高

い技術であるが、ここまでよく開発が進んできたと

言える。また、混合冷媒に対して最適割合を見出し

たことは意義深いと考えられる。 
HFCの規制強化や全廃など将来の環境変化に備え

ており、市場の拡大或いは市場の創造につながるこ

とが期待できる。EUや米国でも達成できていない

技術レベルに達していると考えられる。また、本プ

ロジェクトで開発した成果の一部は幅広いヒートポ

ンプ機器への展開が可能であり、幅広い機器への当

技術搭載が想定され、本開発機器普及の効果だけに

限定されず、エネルギー消費削減効果等に大きな波

及効果が期待できる。 
 なお、実用化に向け早期に実機での COP 等の性能

を確認すべきかと考える。 

国内外の冷媒の安全規制に関する規制動向にも依存す

るが、実用化が期待できる。 
一方、コスト、耐久性がどのようになるのかまだ見えて

こないところがあり、実用化に向けては、更なる検討が必

要である。 
また、新開発の低 GWP 冷媒機器の実用化に際しては、

規制、サービス、冷媒回収、さらにはメンテナンスの難し

さなど多くの課題が存在するため、課題整理や解決策検討

を同時並行で進める必要がある。 
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高効率かつ

低温室効果

の新冷媒の

開発 

様々な利用に対応した 6 種の新規冷媒候補を選定

し、基礎特性・安全性評価・特性評価などを行い、

多くの成果が上がっている。先行する海外冷媒メー

カーの技術開発に対し、国内メーカーの技術開発に

より着実な成果が出ていることを高く評価する。 
一方、国内外の冷媒規制動向は流動的であるため、

現時点の候補冷媒のみに限定せず、分子設計による

新冷媒探索も並行で継続する必要がある。 
さらに新冷媒の開発は、長期に亘って辛抱強く、

かつ、戦略的にサポートしていくことが実用化のた

めに不可欠である。 

 

すでに様々な応用分野に対応した有望な新規冷媒候補

の選定と特性評価に成功しており、中間評価としては順調

な成果が得られ今後、複数候補の実用化が期待できる。 
なお、単に物質の性能特性のみでなくコスト面等を含め

て解決すべき事項は多く、量産化による生産コスト低減の

ために、関連分野への適用検討は極めて重要である。また、

回収後の処理・分解方法に関する研究も必要である。 
さらに、今回新規冷媒の候補として挙がっている物質に

対して、今後の海外における規制動向には注意する必要が

ある。また、他の冷媒の動向を注視することも必須であろ

う。新規冷媒を世界的に普及していくためには、欧米の法

規制と足並みを並べた形で国内の法規制を整備していく

必要がある。そのためには、海外特許や PCT にも今後積

極的に出願していくことが望まれる。 
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冷 媒 の 性

能、安全性

評価 

微燃性冷媒の燃焼爆発影響評価は世界でも最高峰

の評価を行っている。消炎直径や、燃焼速度の湿度

依存性、実際的燃焼試験データなど、世界的に見て

も新たな知見が得られている。また、高温ヒートポ

ンプにとって重要な低 GWP 冷媒である R1234ze(Z)
の性能評価も行われており、極めて意義深い評価と

なっている。 
安全性は体系的にどのように評価するのか、その

フレームワークがより明確に示されると良い。安全

性に関しては様々な考え方があるため、評価手法に

関して海外の関連機関と意見交換することが重要で

ある。 

 
 
 

 微燃性冷媒を、業務用空調機器にも用いることが出来る

よう、法整備を行うための基礎データの取得が着実に行わ

れている。微燃性冷媒の燃焼爆発影響評価や R1234ze(Z)
の性能評価は、2012 年 11 月に行われた神戸国際シンポジ

ウムでも米国や EU から大きな注目を集めており、国際規

格化に向け大いに期待される。また、NIST に冷媒性質の

情報を提供しており、今後この研究がきちんとまとめ上げ

られ、世界に向けて発信されていけば、大きな貢献ができ

ると言える。 
 なお、安全性ガイドラインをどのような形式にするのか

不明なので、最終評価に向けて検討する必要がある。 
 2014 年を目標にしている微燃性冷媒のリスクに関する

法整備に関しては、法案を整備する経済産業省とも連絡を

密に取り合って、着実に進めていただきたい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.9 

2.1 

2.1 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A
２．研究開発マネジメントについて 2.1 B B B B B B A
３．研究開発成果について 2.1 B B B A B B B
４．実用化・事業化に向けての見通し  

及び取り組みについて 
1.9 C B C A B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要         →A 
・重要                        →B 
・概ね妥当            →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい            →A 
・よい                      →B 
・概ね妥当                 →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し 
及び取り組みについて 

・非常によい                  →A 
・よい                        →B 
・概ね適切            →C 
・適切とはいえない            →D 

・明確                  →A 
・妥当                  →B 
・概ね妥当         →C 
・見通しが不明     →D 

 

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

低温室効果で高効率を達成する主要機器の開発 

2.1 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取組み

1.研究開発成果

 

高効率かつ低温室効果の冷媒の開発 

1.9 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取組み

1.研究開発成果

 

冷媒の性能、安全性評価 

2.6 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し及

び取組み

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 
低温室効果で高効率を達成する主要機器の開発 
 １．研究開発成果について 2.3 B B A A B B B

 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
2.1 B B B A B B B

高効率かつ低温室効果の冷媒の開発 

 １．研究開発成果について 2.3 B B B A B B A

 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
1.9 D B C A C A A

冷媒の性能、安全性評価 

 １．研究開発成果について 2.7 A A A A B B A

 ２．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 
2.6 B A A A B B A

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 

 〈判定基準〉 
１．研究開発成果について ２．実用化（・事業化）に向けての見通し及び

取り組みについて 
・非常によい         →A 
・よい                    →B 
・概ね適切                →C 
・適切とはいえない        →D 

・明確                  →A 
・妥当                  →B 
・概ね妥当              →C 
・見通しが不明          →D 
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「高効率ノンフロン型空調機器技術の開発」に係る 

評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

 (1) NEDOの事業としての妥当性 
・ 関連する上位施策の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、NEDO の関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 
 (2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 
 (1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 
 

 (2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配

分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
 

 (3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確

になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が十

＜参考＞ 
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分に行われる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持）に関する考え方は整備さ

れ、適切に運用されているか。  

 
 (4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
(研究開発項目③「冷媒の性能、安全性評価」は「事業化」を除く) 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。  
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や

標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
 (5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 

 
 
３．研究開発成果について 
 (1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待でき

るか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。（ただし研究開発項目③

「冷媒の性能、安全性評価」は除く。） 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
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 (2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許、著作権、営業機密の管理等）は事業戦略、又

は実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。ただし研究開発項

目③「冷媒の性能、安全性評価」は除く。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 
 (3) 成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 (4) 成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
※プロジェクト全体、研究開発項目①「低温室効果の冷媒で高効率を達成する 
主要機器の開発」、及び研究開発項目②「高効率かつ低温室効果の新冷媒の開 
発」には以下を適用。 

 

 

 (1)成果の実用化・事業化の見通し 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保

される見通しはあるか。 

本項目における「実用化・事業化」の考え方 
 
現状市販フロン製品と同等以上の性能を実現する基盤技術を確立し、その技術に基

づく製品の販売や利用により、企業活動（売り上げ等）に貢献することを言う。 
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・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見込

めるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済

的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確にな

っているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業化す

る製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
※研究開発項目③「冷媒の性能、安全性評価」には以下を適用。 
 本項目における「実用化」の考え方 
 
冷媒の性能、安全性評価に係る公共的な知的基盤が整備され、社会的利用に供

されることを言う。 
 

(1)成果の事業化の見通し 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ JIS 化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済

的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

(２) 実用化に向けた具体的取り組み 
・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか

明確になっているか。 


